




































































中間支援組織の事務局を 2009年から 2012 年まで担当してきた。事務局の経験を踏まえ
て、子ども農山漁村交流プロジェクトの課題を整理して、今後の方向性について論じる。 
本稿で述べた送出し側（小学校）、中間支援組織、受入側（農山漁村）の課題で、優先す
べき課題として、2つ論じている。政府が予算を縮減したこと、中間支援組織(地域ブロッ
ク協議会)に十分な支援（交付金・補助金）がなされずに消滅したことを取りあげてい
る。 
第 4章の実践事例分析では、2008年にスタートした教育旅行「子ども農山漁村交流プロ
ジェクト」の取組事例をとして、2つの事例を取り挙げる。 
まず、1 つ目は、「子ども農山漁村交流プロジェクト」の政策による交付金を活用して、
子ども達の受入を 2009年から開始した群馬県利根郡みなかみ町「みなかみ町体験旅行」で
ある。2つ目は、「子ども農山漁村交流プロジェクト」の政策が始まる前（1999 年）から子
どもの受入を開始していた新潟県上越市「越後田舎体験推進協議会」である。この 2つの事
例から、教育旅行「子ども農山漁村交流プロジェクト」の政策課題としての組織運営と人材
育成を論じる。教育旅行「子ども農山漁村交流プロジェクト」を実践する上で、この 2つの
事例には 3つの成功要因があった。1つ目は、両組織共に実践的なコーディネーターがいた
ことである。その人材は、組織を運営するだけでなく、自治体及び関連組織との調整能力を
有する人材であった。「みなかみ町体験旅行」の根岸道子、北山郁人、「越後田舎体験推進協
議会」の小林美佐子の 3人であった。 
2つ目は、群馬県にも、新潟県策定した「民泊ガイドライン」と同じように、農家民宿を
規制緩和して、増やすことが可能であった。新潟県は、学校の教育活動に伴う農村ホーム
ステイという表現を使い、群馬県では教育旅行に限定した条件での届出制となっている。
都道府県レベルでの規制緩和が、農家民宿の拡大につながった。3つ目は、「みなかみ町体
験旅行」、「越後田舎体験推進協議会」の協議会組織を運営する為に、上越市の「地域協議
会」、十日町市の「地域自治組織」は、所管区域の行政サービスや地域協議会の事務を担
当していた。両市には自治体に代わり、地域を運営する組織があり、地域住民の参加と連
携が強い土壌であった。残念ながら、事業性という視点では、両組織は自治体から予算を
計上して、独立した経営は、成り立っていなかった。 
第 5章都市農村交流における受入組織の事例分析では、都市農村交流の実践的な組織と
して、「NPO法人遠野山・里・暮らしネットワーク」と「わらび座」の 2つの事例を取り挙
げる。この 2つの事例は、前述の「子ども農山漁村交流プロジェクト」の受入組織であ
り、他の事業を同時に一体的に行っている組織の事例である。 
2つの組織を、社会性と事業性の視点からみると、地域の課題及び学校の課題を解決す
る社会性を優先してきた。2つの組織は、受入を重ねながら、遠野市の都市農村交流は、
多様な事業に取り組めるクラスター組織を作り上げたが、補助金・交付金に依存してい
た。 
一方、わらび座の都市農村交流は、和光中学校との 40年以上の交流が、米の産直とい
う経済交流にまで発展してきた。さらに、わらび座は、わらび劇場、温泉ゆぽぽ、森林工
芸館、地ビール醸造販売を手掛けて事業体として成り立っている。 
遠野市の都市農村交流は補助金・交付金頼みであるが、社会性の意義は大きい。わらび座
の都市農村交流は、演劇を核として、社会性と事業性を確立した。これらの事例からもわ
かるように、都市農村交流が社会性と事業性の両立することが理想であるが、非常に難し
い。 
4つの事例分析を通じて、第 6章都市農村交流の評価軸では、農村住民（生産者）が主
体となって都市住民との連携・協働を促すような都市農村交流政策の展開が重要となる。
当面以下の 4点が課題として指摘できる。 
第 1に、都市と農村の格差が拡大し、雇用・生活不安が全国的に広がっている。その中
で、農業は「内需・生活充実型」産業であり、国や地域経済になくてはならない産業とし
て積極的な振興をはかることである。 
第 2に、全国各地の都市農村交流の取組が農村住民（生産者）と都市住民との協力・協働
を醸成し、さらには地域の再生・活性化につながるような政策の展開が求められている。 
第 3に、都市農村交流施策については、農村における「地域の自主性に基づく協働の力に
依拠した事業の取組」であり、それを国や地方自治体が積極的に支援・協力することであ
る。 
第 4に、現在各地で取り組まれている地産地消をはじめ、食育、農商工連携（農業の 6次
産業化）などの新たな動きと連携させる都市農村交流政策の充実が求められている。 
「わらび座」を除いて 3つの事例は、国や自治体から、支援・協働を受けており事業性に
おいては独立していない。しかし、社会性の視点からは都市と農村のつながりを通じて、
農山村が開き、都市との交流へとつながった。 
都市農村交流と事業性（金儲け）は整合性が取れるか、あるいは相反するのかという問題
に対して、都市農村交流は、サイドビジネスそのもので、全体の収入を確保することはで
きない。地域コミュニティ全体で収入を確保することは可能だとして、都市農村交流の事
業性が絶対に成立するとは言えない。 
都市農村交流事業を行っている地域は、集落機能の 1つとして取り組むことが、社会貢献
型事業を実践して、地域コミュニティを維持する手段として役立っている。事業性の視点
では、財務体質を見る限り、補助金・交付金に依存している。 
第 7章は、総括として、グリーン・ツーリズムの方向性は、都市農村交流は、農業・農
村における社会貢献型事業あるいは交流産業として位置付けて、社会性と革新の追求を行
うべきだと考える。残された課題として、事業性が残るが、4つの事例を見ると、教育旅
行に特化している「みなかみ町体験旅行」、「越後田舎体験推進協議会」は公的支援として
国・市町村から補助金、交付金に依存している。「遠野山・里・暮らしネットワーク」は
クラスター型組織を生かして新しい事業、「わらび座」は、劇団としての集客による動員
力による事業を展開している。他の事業との一体的な事業運営、あるいは公的支援を受け
て社会型貢献事業を維持している。この 2つの形態で事業性を実践している。 
私は、1992 年に導入されたグリーン・ツーリズムは、農業・農村における社会貢献型事
業であり、農山村の再生への新たな取り組みであると考察する。 
 
4. おわりに 
農業・農村における社会貢献型事業は、ソーシャルビジネスとして、3つの要件、①社会
性―現在解決が求められる社会的課題に取り組むことを事業活動のミッションとすること。
②事業性―①のミッションをわかりやすいビジネスの形に表し、継続的に事業活動を進め
ていくこと。③革新性―新しい社会的商品・サービスや、それを提供するための仕組の開発、
あるいは、一般的な事業を活用して、社会的課題の解決に取り組むための仕組の開発を行う
こと。（「ソーシャルビジネス研究会報告書」（2008年））を満たすことである。 
「社会性」「事業性」は「ソーシャルビジネス」という名前からして当然の要素であり、
それらを両立させる要素が第 3の要素である「革新性」と捉えることができる。（小田切徳
美,2015,57-58頁）その「革新性」そのものが、都市農村交流であり、「革新性」を発揮する
ことにより、農山村再生につながる。 
都市農村交流は、ソーシャルビジネスの視点から、農業・農村における社会貢献型事業に
位置付けることが可能である。 
 
